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2022 年 10 月 

フェアコンサルティンググループは、世界 17 カ国・30 のグローバル拠点を、提携ではなくフェアコンサルティングの直営拠

点として展開しています。そのうち、東南アジア・インド・オセアニア各国の情報を本ニュースレターにてお届けします。現地

の情報収集目的などにご活用ください。 

今月の掲載国は、以下のとおりです。（五十音順。国名をクリックすれば該当ページへ飛びます。） 

インド、インドネシア、オーストラリア、シンガポール、タイ、ニュージーランド、フィリピン、ベトナム、マレーシア 

 

 インド   

1. 雇用契約書作成上の留意点④(解雇通知) 

本稿では、雇用契約書における解雇予告期間に関する条項について解説します。なお、解雇は実務上、特に問題

になる条項であり、解説すべき事項が多岐にわたりますが、本稿では雇用契約書でどのようなことを規定すべきかという

観点から、主に解雇予告期間を中心に解説します。雇用契約書に記載されるべき解雇に関する条項例として、例え

ば、以下のものが考えられます。 

 

Termination without Cause 

The Company after your confirmation in employment, acting in its sole discretion, may 

terminate your services by giving two month written notice or salary in lieu thereof and 

without assigning reasons therefore. Similarly you may resign from the service of the 

Company by giving one month`s notice in writing or paying an amount equivalent to your 

one month`s last drawn salary in lieu thereof. 

 

インドでは、雇用契約書に、解雇を行うにあたって必要な通知期間かこれに代わる補償金について規定することが一

般的です。勤め先からの給与は労働者にとってまさにライフラインであり、突然解雇により給与が支払われなくなってしまっ

ては労働者の生活が立ち行かなくなってしまいます。そのような状況を避けるために、解雇通知期間が設けられることが

通常であり、また、インド労働法はこのような通知期間を設けることを義務付けています。 

雇用契約書で規定される一般的な予告期間は１か月から３か月であり、一律に予告期間を設定するケースや、従

業員の肩書きに従って予告期間を変えるケースが見受けられます。 

解雇の通知期間について考える際に、特に注意を要するのが、実際に解雇する際にどの程度の通知期間が法律上

要求されているかという点です。雇用契約書で通知期間を規定していたとしても、インドの労働法がこれを超える通知

期間を要求する場合、インド労働法に従い通知期間を設けなければなりません。例えば、雇用契約書で１か月の期

間を規定している場合であっても、適用される労働法によって３か月の通知期間が必要とされる場合、３か月の通知
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期間をおかなければ、当該解雇は違法とされます。 

ただし、インド労働法上、従業員のカテゴリ(non-worker or worker)やその就業場所(オフィス or 工場)によって

法律上求められる通知期間が異なる可能性がある点については留意する必要があります。 

 

なお、大規模産業施設における普通解雇の場合、3 ヶ月の通知期間が必要とされていますが、労働法改革前は大

規模産業施設の人数要件が 100 名とされていたところ労働法改革により 300 名に引き上げられております。３ヶ月

の通知期間が必要とされる大規模産業施設の範囲が狭まれており、その意味で使用者にとって有利な法改正となって

います。 

 

Fair Consulting India Pvt. Ltd. 

Unit No.138, 139 & 140 , 1st Floor, JMD Mega Polis, Sector 48, Sohna Road, Gurgaon, 

Haryana 122-002 INDIA  

Tel：+91 124 410 2637 

岩瀬 雄一（日本国公認会計士）y.iwase@faircongrp.com  

遠藤 衛（日本国弁護士）m.endo@faircongrp.com   
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 インドネシア    

1. 経済ニュース 

【インドネシア中銀が 0.5％追加利上げ】 

市中銀行が中銀からの資金借入時に適用される「貸出ファシリティー金利」が 5.5％へと 0.5％引き上げられた。 ま

た、中銀によると、９月の消費者物価指数（ＣＰＩ）は前年同月比 5.95％上昇した。また、23 年上半期にかけ

てインフレ率は５～６％と高い水準で推移し、 22 年通年のＧＤＰ成長率は、当初見通しの 4.5～5.3％を上回

るとの予想が示されている。 

 

【金融オムニバス法案の審議、ノンバンクへの監視が強化か】  

10 月４日付コンタンによると、インドネシア政府により審議中である金融部門に関するオムニバス法案に、ノンバンク

の監視強化が内容に含まれている。最新の法案によると、金融監督庁の理事会について、現行の「その他金融サービ

ス機関監視部門最高責任者」の役職が、「保険・年金基金監視部門最高責任者」と「金融機関・ベンチャーキャピタ

ル・フィンテック・協同組合・その他金融サービス機関監視部門最高責任者」の二つのポストに分かれるとみられる。 

 

【就労ビザ申請での投資調整庁からの推薦状が不要に】  

インドネシア労働省により、新規就労ビザの申請に際して、投資調整庁の推薦状を不要とする回状が公布され、９

月30 日から適用されている。（労相回状『2022 年第Ｍ４／ＨＫ．04／ＩＸ号』） 

 

【炭素税の導入、2025 年が目標（経済調整相）】  

10月13 日、インドネシアのアイルランガ調整相（経済担当）は、炭素税の導入を2025 年に目指すと明言した。

当初は、炭素税は2022年４月に導入される計画であったが、７月１日に延期され、さらに新たな時期を明言しない

まま先送りとなっていた。 

 

【不動産協会が提言、アパート販売加速に融資迅速化を】  

10月17日付インベストール・デーリーによると、インドネシア不動産協会（ＲＥＩ）は、ジャカルタにおけるアパート

販売の促進のために、銀行によるアパート向けローン（ＫＰＡ）の審査の簡素化や迅速化が必要だとの見解を示した。

地価高騰によりアパート需要の高まりがあるが、販売は伸び悩んでいるのが現状である。不動産協会によると、協会に

加盟している企業は販売中のアパートに売れ残りがある状況でも、ジャカルタ中心部に利便性の高いアパートの建設を

継続している。 

 

【「プドゥリリンドゥンギ」の再活用検討】  

国営アンタラ通信によると、インドネシア政府は、政府公式のコロナ対策アプリである「プドゥリリンドゥンギ」について、パ
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ンデミック収束後にも別の機能を持つアプリとして再活用することを検討している。国民への補助金給付や医療分野、

社会保障分野のサービスに関する機能を含むなど複数のアイデアがあり、政府が検討を進めている。 

 

PT FAIR CONSULTING INDONESIA 

16th Floor MidPlaza 1 Jl. Jend Sudirman Kav 10-11 Jakarta 10220 Indonesia 

TEL：+62-21-570-6215  

加藤 寛（日本国公認会計士）hi.kato@faircongrp.com 

Pahala Alexandra Lumbantoruan（Alex、コンサルタント）alexandra@faircongrp.com 
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 オーストラリア  

1. 新型コロナウイルスの最新情報 

オーストラリアでの日々の感染者数は直近（10 月 11 日時点）で 5,165 人（直近 1 週間の感染者数の 1

日当たり平均値）となり、7 月下旬をピークにその後引き続き減少傾向が見られています。内訳は、NSW 州

1,735 人、VIC 州 1,181 人、QLD 州 968 人などとなっています。 

【COVID-19 cases and 7 day rolling average, 01 Jan 2022 to 11 Oct 2022】 

 

（出所：Department of Health and Aged Care） 

⚫ オーストラリア連邦政府は、国家内閣（National Cabinet）において、新型コロナウイルスに関する強制

隔離義務及び所得補填制度（Pandemic Leave Disaster Payment：PLDP）を 10 月 14 日で

終了することに合意しました。 
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2. Director ID 申請期限 

当ニュースレター2021 年 11 月号 にて、Director identification number (Director ID) の運用が開始

されたことをお知らせしましたが、その Director ID の申請期限が 2022 年 11 月末となっていますので、概要及

び申請期限等について再度紹介いたします。 

⚫ Director ID は Director（Director になる予定の者を含む）に付与される 15 ケタの識別番号となりま

す。当 ID は一度取得すれば永遠に記録され、Director としての身元の不正使用を防ぐためのものとなって

います。 

⚫ オーストラリアの現地法人や支店等において Director として登録されている方は Director ID の取得が必

要となります（Secretary の方は不要）。 

⚫ Director ID の申請期限は Director 就任日に応じて以下の通りとなっています。 

Director 就任日 Director ID の申請期限 

2021 年 10 月 31 日以前 2022 年 11 月 30 日まで 

2021 年 11 月 1 日～2022 年 4 月 4 日 Director 就任から 28 日以内 

2022 年 4 月 5 日以降 Director 就任までに申請 

（注）今後 Director への就任を予定されている方は、就任までに Director ID の申請が必要になりますの

でご留意ください。特に、オーストラリア以外に在住の方は申請のために必要な書類の準備に時間を要

するため、注意が必要となります。 

 

⚫ Director ID の申請方法 

① myGovID で Standard または Strong の identity strength をお持ちの方はオンラインで申請

が可能です。 

② 上記①以外の方でオーストラリア外から申請される場合は通常、書面による申請となります。また、オー

ストラリア大使館等での日本国パスポート等の原本証明コピー等の取得が必要となります。 

⚫ Director ID の取得を怠った場合、刑事上で最大 13,200 豪ドル、民法上で最大 1,100,000 豪ドル

の罰金が課される可能性があります。 

 

Fair Consulting Australia Pty Ltd. 

Level 31, 120 Collins Street, Melbourne VIC 3000 Australia 

Tel：+61 3 9225 5013 

讃岐 修治（豪州公認会計士）sh.sanuki@faircongrp.com 

鳥居 裕司（日本国公認会計士/米国公認会計士/豪州・ニュージーランド国勅許会 hi.torii@faircongrp.com  
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 シンガポール 

1. ソフトウェアの支払に関する源泉税について 

当ニュースレター2021 年 12 月号でも取り上げましたが、問い合わせが増えているソフトウェアの支払に関する源泉

税について、再度ご案内させて頂きます。 

シンガポールにおいてテレワークを継続する企業や DX ニーズの高まりにより、ソフトウェアを新たに導入する企業が増

えており、合わせて国際間でのソフトウェアに関連する支払が増加しています。このような背景から、シンガポール法人が

海外法人に対してソフトウェアに関連する支払を行う際の、源泉税に関する問い合わせが年々増加しています。 

 

シンガポールの税務当局である IRAS (Inland Revenue Authority of Singapore) は、2013 年にソフトウェ

アの支払に関する源泉税の取り扱いに関して Rights-Based Approach を採用しています。Rights-Based 

Approach では、ソフトウェアを含む一定の支払に関して、支払によって譲渡された権利の性質に基づいて、所得の区

分の判断が行われます。当該アプローチにおける、ソフトウェアの支払に関する取り扱いは、下記のとおり 3 つの分類に

区分にされます。 

 

1. エンドユーザー 

エンドユーザーが直接ソフトウェアを購入する場合で、ソフトウェアの購入に付随する保守及びサポートサービスの代金

を含みます。この支払は、著作権によって保護されたプログラム (Copyrighted article) に対する支払に過ぎず、そ

のプログラムの使用態様は限定的であることから、その対価は使用料 (Royalty) には該当しません。 

ただし、既存の基幹ソフトウェアに対する追加的なサービスとして、継続的な保守やサポートサービス、ユーザー教育、

カスタマイズ、アドオンアプリケーションの開発などの対価を支払う場合、これらは Rights-Based Approach の適用範

囲外となり、所得の内容や性質に基づき判断が必要となります。 

 

2. 代理店（ソフトウェアを複製する権利を有しない） 

代理店には、ソフトウェアまたは著作権の所有者から当該ソフトウェアを配布する権利が付与されるものの、ソフトウェ

アを複製する権利は与えられない場合においては、通常、当該ソフトウェアは、ソフトウェアまたは著作権の所有者によっ

て運営されるサーバーで管理され、代理店が販売する際には、顧客はソフトウェアの所有者のサーバーから直接ソフト

ウェアにアクセスしてダウンロードするための「パスワード」が提供されます。 

このような形態の場合、代理店は、ソフトウェアの著作権を商業的に利用 (Commercially exploit) しているとは

言えず、代理店からソフトウェアまたは著作権の所有者への対価は使用料 (Royalty) には該当せず、事業収入とし

て扱われます。 
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3. 代理店（ソフトウェアを複製する権利を有する） 

代理店に対して、ソフトウェアまたは著作権の所有者から、ソフトウェアのマスターファイルが当該代理店のサーバーにホ

ストされ、顧客は代理店のサーバーからソフトウェアをダウンロードする場合、代理店にはソフトウェアを配布するためソフト

ウェアを複製する権利が通常与えられます。 

このような形態の場合、代理店からソフトウェアまたは著作権の所有者への対価もしくは対価の一部は、著作権に対

する使用料 (Royalty) に該当する可能性があります。 

 

上記のとおり、シンガポールにおいては、ソフトウェアの支払が使用料とみなされ、源泉税が課されるケースは限定的と

言えます。また、上記「3. 代理店（ソフトウェアを複製する権利を有する）」の形態であったとしても、直ちに使用料に

該当するわけではなく、取引の内容に応じて個別に判断されることから、事前に課税の取り扱いを検討しておくことは重

要となります。 

 

Fair Consulting Singapore Pte. Ltd. 

8 Temasek Boulevard #35-02A Suntec Tower Three, Singapore                  

TEL：+ 65 6338 3180 

道中 泰雄（日本国公認会計士/公認内部監査人）ya.michinaka@faircongrp.com 

伊藤 潤哉（日本国公認会計士）ju.ito@faircongrp.com 
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 タイ   

1. 民商法典改正案の国民議会の承認について 

9 月 14 日、タイ国民議会（タイ国会）は民商法典の改正案について議決を行いました。当該民商法典の改正案

には下記内容を含む、複数の重要な内容が含まれます。 

当該改正の法制化は、国王の署名を経て、官報へ公表された後に行われます。当該民商法体改正については、官

報公表日後 90 日後に有効となります。 

 

①Section 1097 

現在定められている発起人の最低人数を 3 名→2 名とする。当該発起人の最低人数は株主の最低人数の定め

となっている事から、株主の最低人数に関しても 3 名→2 名に削減される事となる。 

②Section1162/1 

取締役会の開催について、電子的方法での開催を認める。 

現状民商法典に定める会議体の内、株主総会については電子的方法での開催が認められており、取締役会につ

いては認められていなかった。しかしながら取締役会についても、株主総会と同様の適切な方法により、電子的方法

での開催が認められる事となる。 

③Section 1175 

タイにおける株主総会開催の為に必要とされる公告につき、定款の定めのない限り、廃止する。しかしながら、公告

を行わない場合には、各株主に対して、郵便での通知と返答を得なければならない。 

④Section 1178 

株主総会の定足数について、4 分の 1 以上を代表する株主の参加が必要であるとされていたものを、会議体を構

成する趣旨から、2 名以上の者が参加する事を要請する事を追加する。これは実務においては既に要請がされてい

たものであるが、今回の改正により、明記される事となった。 

⑤Section 1201 

配当の実行について、株主総会決議（あるいは取締役会決議）後 1 か月以内に支払わなければならない事が

明確化された。 

 

（タイ国民議会公表） 

https://lis.parliament.go.th/attach/mod03/mod03_20220601084815.pdf 

https://lis.parliament.go.th/attach/mod03/mod03_20220601084815.pdf
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Fair Consulting (Thailand) Co., Ltd. 

18th Floor, 29 Bangkok Business Center, Soi Sukhumvit 63 (Ekkamai), Sukhumvit Road, 

Klongton Nuae, Wattana, Bangkok, 10110 Thailand 

Tel：+ 66 2 726 9772 

子田 俊之 (日本国公認会計士) to.kota@faircongrp.com 

 

 

 ニュージーランド 

1. GST 記帳ルール（GST Record Keeping Rules）の改正案の発表 

ニュージーランド国税局（IRD＝Inland Revenue Department）は 10 月 20 日、現代の E-Invoice 化に

対応するため、GST 申告に関する記帳ルールの改正案を発表しました。施行日は 2023 年 4 月 1 日で、主な変更

は以下となります。 

① インボイス/レシートにおいて、“Tax Invoice”というワードの記載が必須で無くなる 

現状、NZD50 以上の費用の GST を申告する場合、対象となる費用の申告には”Tax Invoice”という記載を

含むインボイスが必要ですが、2023 年 4 月 1 日以降、Tax Invoice という記載が含まれていないインボイスや

レシートを受け取った場合でも、発生した費用に対し GST 申告が可能となります。 

② GST を申告した書類の保存条件の簡素化 

GSＴを申告した書類の保存条件が、取引金額によって簡素化されます。 

③ 用語の変更 

変更前 変更後 

Tax Invoice Taxable supply information（※） 

Debit note/credit note Supply correction information 

Buyer-created tax invoices Buyer-created taxable supply information  

※ Taxable supply information には、tax invoice の他に、契約書、銀行の取引記録等も含みます。 

 

 

 

 

mailto:to.kota@faircongrp.com
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2. ニュージーランド国税局によるコロナ関連補助金受取企業に対する審査強化 

IRD は 9 月 27 日、コロナウィルス関連の補助金を過去に受け取った企業に対し、補助金受取前の事前審査

（Integrity checks）に加えて、受取時に受給資格を満たしていたかどうか、確認を強化すると発表しました。対

象の補助金は以下となります。 

1. Resurgence Support Payment (RSP) 

2. Covid-19 Support Payment (CSP) 

3. Small Business Cash Flow Loan Scheme (SBCS） 

上記の補助金を受け取った個人/企業の中で、受取時に受給資格を満たしていなかった可能性があると判断され

た対象者に対し、10 月以降、IRD よりレターにて通知が送付されます。 

また、IRD からの通知には、通常、回答期限の指定があります（15 営業日以内に回答等）。気がついた時に

は回答期限が過ぎていた、という事態を防ぐため、IRD オンラインポータル(MyIR)から通知をオンに設定し、こまめに

確認されることをお勧めいたします。 

通知が来た場合： 

通知が来ても、それだけで即ペナルティという訳ではなく、IRD が求めている情報、資料を提出し、受給資格を満

たしていたことの正当性を十分に説明する必要があります。IRD への対応等詳しくは弊社までご相談ください。 

受取時に受給資格を満たしていなかった可能性がある場合： 

自己修正申告という手段もございます。詳しくは弊社までご相談ください。 

 

Fair Consulting New Zealand Limited 

Level 33, 23-29 Albert Street, Auckland, New Zealand 1010 

Tel：+64 9 985 5614 

花本 聡子（準オーストラリア国・ニュージーランド国勅許会計士）sa.hanamoto@faircongrp.com 
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 フィリピン  

1. フィリピンの状況（2022 年 10 月 19 日現在） 

先月、混雑していない屋外等でのマスク着用義務の解除が発表されたフィリピンであるが、未だ街中ではマスクを着

用している人の方が多い印象である。フィリピン経済においては、石油価格や物品の値上がりが続いている状態だ。フィリ

ピン人の失業率も依然として高く、各官庁では外国人の就労ビザ申請での各監督官庁の審査においても厳しく審査さ

れているので、ご留意いただきたい。 

携帯電話を使用した犯罪を抑止するため、通信事業者に携帯電話使用者の個人情報の登録を義務付けた「SIM

カード登録法（共和国法第 11934 号）」に、10 月 10 日、マルコス大統領が署名した。同法は、全 SIM カード所

有者の氏名、住所、生年月日、性別等に加え、登録時にフィリピン政府発行の写真付き ID(外国人の場合はパス

ポート)の提示が求められる。外国人観光客については、パスポートに加え、ホテル予約票等のフィリピン国内での滞在

先を証明する書類、フィリピン出国便のチケットの提示を求められ、30 日間の使用期限が設定される。 

 

2. PEZA IT-BPM 登録企業の在宅勤務措置の延長と BOI への登録変更手続き 

9 月 14 日、財政インセンティブ審査委員会(FIRB: Fiscal Incentives Review Board)は、投資促進機関

(IPA: Investment Promotion Agencies)に登録の IT-ビジネス・プロセス・マネジメント（BMP: Business 

Process Management）セクターは、FIRBが対処方法を正式決定するまでの間、暫定的に在宅勤務措置を延長

することを許可されると公表していたが、FIRB 決議書 NO. 22-026 により、2022 年 12 月 31 日までの間は IT-

BPM 登録企業の投資委員会（BOI: Bureau of Investment）への登録変更を許可するとしている。BOI へ登

録変更した場合は、100％在宅勤務の継続も可能になるとしている。 

BOI への登録変更手続きは以下となっているが、BOI および関連する IPA は FIRB と連携し、必要に応じて追加

の手続きを公表するとしているため、最新情報にはご留意いただきたい。 

① IT-BPM 登録企業は登録する IPA に対して BOI への移行意思を報告する 

② IPA は BOI への移行に係る準備を行う 

③ BOI は IPA へのプロジェクトに関する残りの税制インセンティブを記載した BOI 登録証明書を発行する 

④ 関連する IPA は IT-BPM 登録企業のコンプライアンスをモニタリングすることとされ、BOI にモニタリング結果の

レポートを提出する 

 

3. 領収書及び請求書の発行に関する通知の取得手続き 

9 月 28 日、内国歳入庁(BIR: Bureau of Internal revenue)は歳入覚書命令(RMO: Revenue 

Memorandum Order)No. 43-2022 において、すべての事業者に対して領収書及び請求書の発行に関する通知

(NOTICE TO ISSUE RECEIPT/INVOICE)を取得することを求めた(Ⅲ.1.において、新規事業者や広告収入を

獲得している事業者に限定しているような記載があるが、Ⅲ.3.の記載では全ての事業者に対して取得を求めている)。 

従来の BIR ”Ask for Receipt” Notice については有効期限が 2023 年 6 月 30 日とされ、この有効期限まで

に当該通知を新たに取得する必要がある。 
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4. 9 月中に発表されている会計・税務等に関する主な内容 

発行日 発行元 通達番号 内容 

9 月 9 日 PEZA 
MC 

No.2022-061 

PEZA は、FIRB が発行した IT 部門での登

録事業者に対する在宅勤務に関する規程の

有効期限を次の通知が発表されるまで暫定

的に延長することとした。 

9 月 14 日 PEZA 
MC 

No. 2022-062 

PEZA は、PEZA ビザ申請に必要なレターリク

エストへの署名権限者は、President、CEO

または GIS(General Information 

Sheet)に記載のある Officer とすると発表し

た。提出される GIS は CTC(Certified 

True Copy)でなければならない。 

 

 

FAIR CONSULTING GROUP PHILIPPINES, INC. 

Unit 2103, 21F, Philippine Axa Life Centre, 1286 Sen.Gil Puyat Ave. corner Tindalo St., Makati 

City, Metro Manila, Philippines 1200  

TEL：+63-2-8832-5408 

杉山 陽祐（米国公認会計士・米国税理士）yo.sugiyama@faircongrp.com 

大久保 匠悟（日本公認会計士）sho.okubo@faircongrp.com 

渡邊 悠 ha.watanabe@faircongrp.com  
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 ベトナム  

1. 付加価値税の税率について 

付加価値税（VAT）は、消費に至るまでの商品サービスの提供、販売段階で生じる付加価値に対して課される税

金です。 

 

≪取引の流れ（VAT = 10%の場合）≫ 

 

 

 

 

 

港 

VAT の計算方法 
納税額 

輸入原価 500 

利益     100 

販売価格 600 

仕入原価 600 

利益     200 

販売価格 800 

仕入原価 800 

利益     200 

販売価格 1,000 

販売価格

1,000 

仕入 VAT 

 

仕入 VAT 

仕入 VAT 

60 

売上 VAT 

60 

売上 VAT 

 

売上 VAT 

100 

 

 

50 

＋ 

10 

＋ 

20 

＋ 

20 

消費者の負担する VAT は 100 

輸入通関 

卸売販売 

小売販売 

消費者 

輸入会社 

工場 

販売会社 
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【VAT の税率】 

適用取引・品目 税率 

⚫ 輸出品（非関税区域への販売、免税店への販売を含む） 

⚫ 輸出サービス（非関税区域への提供を含む） 

⚫ その他の物品およびサービス（国際輸送、輸出加工企業に対する建設・据付サービス、航空・海運関

連サービス等） 

 

≪例外≫ 

⚫ 海外の再保険 

⚫ 海外への技術移転・知的財産権の譲渡・資本譲渡・証券投資 

⚫ 金融派生商品（デリバティブ） 

⚫ 海外（非関税区域含む）への郵便・通信サービス 

⚫ 未加工の天然・鉱産資源の輸出、天然・鉱産資源から加工された輸出製品（天然・鉱産資源の価

値およびエネルギー費用の合計が製品原価の 51％以上を占めるもの） 

⚫ 輸入後、再輸出するタバコ、お酒、ビール 

⚫ 非関税区域へのガソリン・車両の販売、住居等のリース、労働者の送迎サービスなど 

0% 

⚫ 水（ミネラルウォーターは除く） 

⚫ 肥料生産のための鉱石、害虫駆除 

薬、家畜・作物成長刺激剤 

⚫ 農業用水路等の造成に関するサービス 

⚫ 未加工または半加工の農水産品 

⚫ 一次処理済みのゴム・樹脂、漁網用材料 

⚫ 生鮮食品 

⚫ 砂糖 

⚫ 竹・葉・藁等で作られた手芸品 

⚫ 医療用器具 

⚫ 補助教材 

⚫ 芸術文化・スポーツ活動 

⚫ 幼児用玩具 

⚫ 科学技術・知的所有権に関するサービス 

⚫ 社会住宅の販売・リース・購入選択権付

リース 

5% 

非課税、0%または 5%の課税対象と規定されていない、その他の物品およびサービス 
10% 

※ 

※ 国会決議 No. 43/2022/QH15 に基づき、2022 年 1 月 28 日付で政令 No. 15/2022/ND-CP が発表

されました。当政令によると 2022 年 2 月から 12 月までの間、付加価値税（VAT）の税率 10%が適用され
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る商品およびサービスに対して 8%の軽減税率が適用されます。ただし、以下の商品およびサービスは軽減税率

適用対象外とされるため、留意が必要です。 

⚫ 電気通信事業、金融業、銀行業、証券業、保険業、不動産事業、金属およびプレキャスト金属製品、鉱業

製品（石炭鉱業を除く）、コークス製造、石油精製、化学製品 

⚫ 物品税の対象となる商品およびサービス 

⚫ 情報技術事業 

VAT 非課税適用取引・品目には次のものがあります。 

1 未加工または半加工の農林水産物等 

2 動植物生産用のひな、卵、種子等 

3 
上下水道、農業用水路等、有機肥料、無機肥料、飼育動物等用飼料、農業用機械、沖合漁業用漁

船、沖合漁業用漁船の海産物収穫・保管活動のための機械・設備 

4 塩化ナトリウム（NaCl）を主原料とする天然海塩・岩塩・食塩等 

5 国が所有する、現在の借家人へ売却される住宅 

6 土地使用権譲渡 

7 
生命保険・損害保険・その他人にかかわる保険、農業関連保険、水産物収穫用に直接使用される設備や

船関連の保険、再保険 

8 
各種クレジットサービス（クレジットカード発行含む）、証券取引、外国為替取引、投資ファンド、借入金の担

保資産の売却等 

9 医療・獣医サービス、高齢者・障害者の介護サービス 

10 
公益郵政・通信事業、政府のインターネット普及政策に関連したサービス、外国からベトナムへの郵政・通信

事業 

11 
公衆衛生・照明および公的資産(公園、動物園、森林など)管理サービス、公共交通等の公的サービス、葬

儀サービス 

12 寄付金等による公的サービス・文化芸術的な施設の維持・修理・建設 

13 法により規定される職業訓練サービス 

14 国営ラジオ・テレビ放送 

15 教科書・新聞・雑誌等の出版・輸入・発行、一部書籍・ビデオ等の製作・販売 

16 公共交通機関 
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17 国内で生産することのできない輸入品 

18 武器、軍事機材（設備、部品等含む） 

19 人道支援目的の輸入品 

20 

再輸出される一時的輸入品、再輸入される一時輸出品、外国との委託加工契約に基づく輸入原料、外国

と非関税区域(*)間での売買、非関税区域内での売買 

(*) 非関税区域：輸出加工区、輸出加工企業（EPE）、保税倉庫・保税区、経済特区等 

21 技術移転、知的財産権の譲渡、ソフトウェア 

22 未加工の金 

23 
輸出される未加工天然・鉱産資源、天然・鉱産資源から加工された輸出製品（天然・鉱産資源の価値お

よびエネルギー費用の合計が製品原価の 51％以上を占めるもの） 

24 身体補助器具（義手・義足等）、車いす等障害者用の製品 

25 年間の売上高が 1 億 VND 以下の個人事業主が販売する物・サービス 

26 
政府規定の免税店で販売される免税品、国の管理機関が販売する国家備蓄品、国家による費用徴収業

務、国家による地雷撤去作業 
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VAT の 0%課税取引と非課税取引の違い 

商品の生産またはサービスの提供に課せられる VAT の 0%取引は、仕入 VAT を相殺することができます。一方、非

課税取引は VAT の課税対象外となりますので、仕入 VAT を相殺することはできません。  

 

税務調査時に正しい VAT 税率が適用されていないという理由で追徴を課せられたり、VAT 還付を否認されるケース

が散見されます。正しい VAT 税率を適切に判断の上、申告納税手続きを行う必要があります。専門的な判断が必要

な場合がありますので不明な点がございましたら専門家のアドバイスを仰ぐことをお勧めします。 

【例：0%課税取引】 

【例：非課税取引】 

ベトナム 

国内企業 

EPE 企業 

国外企業 

110 

(原価 100＋ 
仕入 VAT 10) 

 

10%VAT 

VAT 非課税取引を行う

企業 

 

仕入 VAT（10）は還付対象です。 

ベトナム 

国内企業 

ベトナム 

国内企業 

国外企業 

120 

(原価 100＋利益 20) 

 

0%VAT 

110 

(原価 100＋ 
仕入 VAT 10) 

 

10%VAT 

120 

(原価 110＋利益 10) 

 

非課税売上 

EPE 企業 

本来なら 0%VAT が適用されるが、

10%VAT 込で購入した場合 

商品が課税対象外となるため、仕入 VAT は控除・還付できません。 
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Fair Consulting Vietnam Joint Stock Company 

■Hanoi Office  

3F, Leadvisors Place,41A Ly Thai To St, Hoan Kiem Dist., Hanoi 

TEL：+ 84 24 3974 4839 

石井 大輔 （日本国公認会計士）da.ishii@faircongrp.com 

 

■Ho Chi Minh Office  

Unit 7, 8th Floor, Riverbank Place, 3C Ton Duc Thang St, Ben Nghe 

Ward, District 1, Ho Chi Minh City, Vietnam 

TEL：+ 84 28 3910 1480 

藤原 裕美（豪州公認会計士）hi.fujiwara@faircongrp.com 

草野 航平 ko.kusano@faircongrp.com  

 

  

mailto:da.ishii@faircongrp.com
mailto:hi.fujiwara@faircongrp.com
mailto:ko.kusano@faircongrp.com
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 マレーシア  

2023 年度 マレーシアの税制改正案 

2022 年 10 月 7 日に 2023 年のマレーシアの予算案が発表されました。予算案によると、歳出は 3,723 億リン

ギット（以下、「RM」）となっており、歳入は 2,726 億 RM を見込んでいます。2022 年の財政赤字の見込は 5.8%

（対 GDP 比）となりますが、2023 年の財政赤字は 5.5%に縮小する予測です。また、2023 年の GDP 成長率は

4.0～5.0%と予測されています。 

なお、今回の予算案が連邦議会に提出された後に議会が解散されたため、総選挙後に改めて予算案が提出される

予定です。そのため、今回の予算案の内容に変更が生じる可能性があります。10 月 7 日に公表された税制改正内容

のうち主なものをいくつか記載します。 

 

1. 法人税（Corporate Tax） 

1.1. 中小企業に対する法人税率の軽減 

中小企業の競争力を高め、国の経済成長を促進するため、最初の 10 万 RM までの課税所得に対する税率を

17％から 15％に引き下げることが提案されています。新税率は、2023 賦課年度（2023 年 1 月 1 日から 12 月

31 日までに終了する事業年度）から適用予定となります。 

課税所得(RM) 
法人税率 

現行 2023 賦課年度以降 

100,000 以下 
17% 

15% 

100,001-600,000 17% 

600,001 以上 24% 24% 

なお、中小法人とは、以下の全ての要件を満たす法人となります。 

⚫ 払込資本金が 250 万 RM 以下の法人 

⚫ 払込資本金が 250 万 RM 超の法人と親子・兄弟関係にないこと 

⚫ 年間売上が 5,000 万 RM 以下の法人 

 

1.2. 特定分野に対する繰越欠損金の期限延長 

現在、税務上の欠損金の繰越期間は 10 年であるが、森林プランテーションや水力発電プロジェクトのような長期的

な事業については、繰越期間を 20 年に延長することが提案されています。 
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2. 個人所得税（Individual Tax） 

個人所得税の減額 

生活費が増加する状況において、中所得者層の可処分所得を増やすために課税所得が RM50,001～

RM100,000 に係る税率を 2％ポイント引き下げることが提案されています。一方、課税所得が RM250,001～

RM400,000 に係る税率は 0.5%ポイントの引き上げが提案されています。 

課税所得(RM) 現行(%) 2023 賦課年度以降(%) 

0 - 5,000 0 0 

5,001 - 20,000 1 1 

20,001 - 35,000 3 3 

35,001 - 50,000 8 8 

50,001 - 70,000 13 11 

70,001 - 100,000 21 19 

100,001 - 250,000 24 24 

250,001 - 400,000 24.5 25 

400,001 - 600,000 25 25 

600,001 - 1,000,000 26 26 

1,000,001- 2,000,000 28 28 

2,000,000 超 30 30 

 

3. 国際税務（International Tax） 

ミニマム課税の導入 

経済のデジタル化に伴い生じる課税問題に対応するため、OECD（経済開発協力機構）によって公表された

「Pillar 1」と「Pillar 2」と呼ばれる 2 つの柱のうち、第 2 の柱であるミニマム課税の導入が予定されています。 

グローバルレベルで 15%の最低実効税率を導入することにより、軽課税国への利益移転につながる有害なタックスプ

ランニングを防ぎ、外国直接投資を誘致する上での各国間の公平な競争条件を確保することを目的としており、対象と

なるのは、連結売上高が 7.5 億ユーロ以上の多国籍企業とされています。 

ミニマム課税の枠組みにおいて、Qualified Domestic Minimum Top-Up（適格国内ミニマムトップ課税）と呼

ばれる課税ルールが 2024 賦課年度から適用される見込みです。 

 

 

 

 



 

     フェアコンサルティング グループ 

FCG ニュースレター 

東南アジア・インド・オセアニア  
 

                                            

www.faircongrp.com © 2022 Fair Consulting Group All rights reserved. 

JAPAN - Tokyo, Osaka, Nagoya, Fukuoka / CHINA - Shanghai, Suzhou, Shenzhen, Beijing, Guangzhou, Chengdu / HONG KONG - Hong Kong / VIETNAM - Hanoi, Ho Chi Minh 

/ SINGAPORE - Singapore / INDIA - Gurgaon, Chennai, Bangalore / TAIWAN - Taipei / INDONESIA - Jakarta / THAILAND - Bangkok / MALAYSIA - Kuala Lumpur / PHILIPPINES 

- Manila / MEXICO – Leon / AUSTRALIA - Melbourne / GERMANY - Munich, Düsseldorf / USA - New York, Los Angeles / ISRAEL- Tel Aviv / NEW ZEALAND - Auckland 

4. 税務行政（Tax Administration） 

電子インボイスの導入 

税務行政の効率化を図るため、段階的な電子インボイスの導入が検討されており、2023 年からシステム開発及び

選定された納税者によるパイロット・プロジェクトが開始する予定です。 

 

Fair Consulting Malaysia Sdn. Bhd. 

Suite 2B-2-1, Level 2, Tower 2B, Plaza Sentral, Jalan Stesen Sentral 5, 

50470 Kuala Lumpur, Malaysia   

TEL：+ 60 3 2742 7790 

青木 貴宣 (日本国税理士) ta.aoki@faircongrp.com 

松本 健太朗（日本国公認会計士）ke.matsumoto@faircongrp.com  

 

 

【本ニュースレターおよび、弊社サービス全般に関するお問い合わせ先】 

株式会社フェアコンサルティング https://www.faircongrp.com/  

〒104-0045 東京都中央区築地一丁目 12-22 コンワビル 7 階 

TEL：+81-3-3541-6863 

Global RM 部 grm@faircongrp.com 

 

YouTube チャンネルでも、情報発信しています 

https://www.youtube.com/c/FairConsultingGroup 

 
 

「FCGニュースレター 東南アジア・インド・オセアニア」の内容の無断での転載、再配信、掲示板の掲載等はお断りいたします。 

「FCGニュースレター東南アジア・インド・オセアニア」で提供している情報は、ご利用される方のご判断・責任においてご使用ください。 

フェアコンサルティンググループでは、できる限り正確な情報の提供を心掛けておりますが、「FCGニュースレター東南アジア・インド・オセアニア」で提供し

た内容に関連して、ご利用される方が不利益等を被る事態が生じたとしても、フェアコンサルティンググループ及び執筆者は一切の責任を負いかねます

ので、ご了承ください。 
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